
令和５年度　大町市物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業実績一覧

令和５年度遂行実績事業費（円） その他補助金等充当額（円） 一般財源額（円） 翌年度繰越額（円）

230,168,453 0 718,195 204,113,547

実施計画（円） 令和５年度終了実績（円）

令和５年度遂行実
績事業費

令和５年度遂行実績
事業費のうち一般財源や

補助対象外経費
翌年度繰越額

令和５年度遂行実
績事業費

翌年度繰越額

1
大町市住民税非課税世帯
等に対する臨時特別給付
金【物価高騰対策給付金】

235,627,000 212,786,000 235,627,000 220,054,358 0 15,572,642 214,767,000 213,264,358 1,502,642 R5.12.19 R7.3.21
対象世帯に対して令和6年1
月までに支給を開始する

○

【実施状況】
支給件数：3122世帯

【事業効果】
物価高騰による負担増により、特に家計への影
響が大きい住民税非課税世帯に１世帯当たり7
万円を支給することにより、家計支援に寄与し
た。

2

大町市住民税均等割のみ
課税世帯に対する臨時特
別給付金【物価高騰対策給
付金】

86,545,000 85,534,000 86,545,000 0 0 86,545,000 86,545,000 0 86,545,000 R6.3.12 R7.3.21
対象世帯に対して令和6年3
月までに支給を開始する

○

【実施状況】
支給件数：762世帯

【事業効果】
物価高騰による負担増により、特に家計への影
響が大きい住民税所得割非課税世帯に１世帯当
たり10万円を支給することにより、家計支援に寄
与した。

3
大町市臨時特別給付金に
係るこども加算【物価高騰
対策給付金】

21,475,000 21,395,000 21,475,000 196,900 0 21,278,100 21,475,000 196,900 21,278,100 R6.3.12 R7.3.21
対象世帯に対して令和6年3
月までに支給を開始する

○

【実施状況】
　令和5年度はシステム導入のみ実施し、給付は
次年度に実施する。
　令和5年度内に導入が完了したことで、６年度
の速やかな給付に向け準備することができた。

4
臨時プレミアム付大町商品
券事業

87,501,000 71,965,000 87,501,000 6,783,195 718,195 80,717,805 71,965,000 6,065,000 65,900,000 R5.12.19 R7.3.21

・配布した商品券引換券のう
ち、商品券の販売率につい
て、85％を目指す

・販売した商品券のうち、市
内事業者等での利用による
換金率について、95％を目指
す

○

【実施状況】
　商品券発行総額（ﾌﾟﾚﾐｱﾑ含む）１億３千万円に
ついて、市民26,000人に引換券の配布が完了
し、令和5年度での利用が開始された。利用期間
は令和6年度5月までとなっている。

5
大町市臨時ゼロカーボン住
宅推進リフォーム支援事業

4,233,000 3,134,000 3,134,000 3,134,000 0 0 3,134,000 3,134,000 0 R5.4.1 R6.1.15
省エネ性能の高い機器への
更新30件を目指す

○

【実施状況】
補助金交付実績：30件（4,233千円）
・省エネ空調機器への補助：6件（704千円）
・省エネ給湯器への補助：24件（3,529千円）

【取組みによる効果】
　省エネ性能の高い設備への買い替えが促進さ
れ、支援家庭における光熱費の負担を軽減する
ことができた。

435,381,000 394,814,000 434,282,000 230,168,453 718,195 204,113,547 397,886,000 222,660,258 175,225,742 　

評価
◎：相当程度効果があった
○：効果があった
×：効果が無かった

取組みによる効果・課題等
（実施計画で定めた評価指標の目標に対する

達成度および事業の成果）

434,282,000 222,660,258

総事業費（円） 交付金充当額（円）

事業の概要 総事業費のうち、交付金充当額

総事業費 充当額（予算）

総事業費 成果目標

合計

Ｎｏ 事業名
事業開始
年月日

事業完了
年月日

①目的
　物価高により厳しい状況にある生活者への支援として、低所得者支
援及び定額減税を補足する給付への加算として、18歳以下の児童1
人当たり5万円の給付を行う。

②経費内容
　令和５年度住民税非課税世帯及び均等割りのみ課税世帯への給付
された世帯において扶養されている18歳以下の児童への加算給付金
及び事務費

③給付金額
　加算給付金額　417人×5万円

①目的
　物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。

②経費内容
　低所得世帯への給付金及び事務費

③給付金額
　令和５年度分の住民税非課税世帯　3310世帯×7万円

①目的
　物価高により厳しい状況にある生活者への支援として、低所得者支
援及び定額減税を補足する給付を行う。

②経費内容
　均等割りのみ課税世帯への給付金及び事務費

③給付金額
　840世帯×10万円

①目的
　物価高騰の影響により、市民の消費活動の縮小はもとより、原材料
費や、光熱費、燃料費の高騰により事業者は経営的打撃を受けてい
る。令和５年度に実施したプレミアム付商品券「がんばろう！大町応
援券2023」の発行により、市内におけるの消費喚起と地域経済の再
生を図ったところであるが、依然として物価高騰によるエネルギーや
食料品価格等の価格上昇により、生活者や事業者への負担増は続
いていることから、臨時的追加支援により負担軽減を図る。

②経費内容
　需用費　843千円、役務費　1,952千円、委託料　84,706千円

③対象者
　市民、市内事業者等

①目的
　物価高騰による光熱費の高騰により、市民生活が圧迫している。家
庭における光熱費の負担を軽減するため、省エネ性能の高い空調機
器や給湯器等への買い替えを支援する。

②経費内容
　補助金　4,233千円
　　省エネ性能の高い空調機器への補助　6件
　　省エネ性能の高い給湯器への補助　　24件

④対象者
　市民


